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(注) １ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含めております。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は工事進捗部分に対応する受注工事高であります。 

３ 期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致いたします。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  なお、参考のため提出会社の受注工事高・完成工事高、繰越工事高及び施工高を工事種別ごとに 

 示すと、次のとおりであります。

工事種別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注
工事高 
(百万円)

計

(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高
期中

施工高 
(百万円)手持工事高

(百万円)

うち施工高

比率 
（％）

金額 
(百万円)

第65期第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

NTTネットワークエンジニアリング 6,843 18,914 25,758 16,700 9,057 36.8 3,334 18,271

モバイルネットワーク 

ソリューション
12,445 32,051 44,496 29,433 15,063 36.8 5,540 31,404

ITソリューション 1,525 3,616 5,141 3,502 1,638 36.0 590 3,654

総合設備エンジニアリング 1,674 3,232 4,907 1,995 2,911 38.7 1,126 2,746

合計 22,488 57,814 80,303 51,631 28,671 36.9 10,592 56,077

第66期第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日

 至 平成21年９月30日)

NTTネットワークエンジニアリング 6,917 18,040 24,958 16,475 8,482 40.1 3,397 17,570

モバイルネットワーク 

ソリューション
12,716 27,183 39,899 25,266 14,633 29.0 4,248 25,572

ITソリューション 1,060 3,707 4,768 2,930 1,837 23.2 425 3,163

総合設備エンジニアリング 2,217 2,588 4,805 2,369 2,436 36.9 899 3,000

合計 22,912 51,519 74,432 47,042 27,389 32.8 8,971 49,305

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

NTTネットワークエンジニアリング 6,843 36,975 43,819 36,901 6,917 33.3 2,303 37,440

モバイルネットワーク 

ソリューション
12,445 60,320 72,766 60,049 12,716 31.0 3,942 60,422

ITソリューション 1,525 7,502 9,027 7,967 1,060 18.2 193 7,722

総合設備エンジニアリング 1,674 6,307 7,981 5,764 2,217 12.1 269 5,658

合計 22,488 111,106 133,594 110,682 22,912 29.3 6,708 111,243
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(注) １ 上記の他に自己株式2,856千株（6.94％）を保有しております。 

２ 上記所有株式数のうち、信託業務にかかわるものは以下のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 

３ 野村證券株式会社から平成21年７月22日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（変更報告書）によ

り、平成21年７月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当第２四半期会計期

間末の実質所有株式数での確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

４．アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成21年９月２日付で関東財務局長に提出された大

量保有報告書（変更報告書）ならびに平成21年９月３日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書（訂

正報告書）により、平成21年８月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当第

２四半期会計期間末の実質所有株式数での確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

  

(5) 【大株主の状況】

平成21年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 6,564 15.96

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目１１番３号 2,604 6.33

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A 
（東京都中央区日本橋三丁目１１番１号）

1,740 4.23

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 1,641 3.99

株式会社みずほコーポレート銀
行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
（東京都中央区晴海一丁目８番１２号）

1,347 3.27

古河電気工業株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目２番３号 1,284 3.12

みずほ信託銀行株式会社 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番１２号）

802 1.95

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 603 1.46

大明従業員持株会 東京都品川区西五反田二丁目１１番２０号 561 1.36

株式会社ナカヨ通信機 群馬県前橋市総社町一丁目３番２号 534 1.30

計 ― 17,684 43.01

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

野村證券株式会社 116 0.28

野村アセットマネジメント株式会社 1,326 3.22

野村信託銀行株式会社 292 0.71

氏名又は名称 所有株式数（千株） 株券等保有割合（％）

アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社 1,820 4.43
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平成21年9月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が 92 株含まれております。 

２ 当社は会社法第195条第１項の規定に基づき、平成21年５月27日開催の取締役会において単元株式数を平成

21年７月１日付をもって、1,000株から100株に変更する旨決議し、平成21年７月１日より単元株式数を100

株に変更しております。 

  

平成21年9月30日現在 

 
  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,856,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,226,200
382,262 （注）２

単元未満株式
普通株式

29,424
― ―

発行済株式総数 41,112,324 ― ―

総株主の議決権 ― 382,262 （注）２

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

大明株式会社
東京都品川区西五反田二丁
目11番20号

2,856,700 ― 2,856,700 6.94

計 ― 2,856,700 ― 2,856,700 6.94

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 4月  5月

 
 6月  7月  8月  9月

最高(円) 949 847 931 927 940 939

最低(円) 783 799 821 862 892 876
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

  

  

 
  

３ 【役員の状況】

(1) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
（ＩＴソリューション事業
本部長兼企画推進部長）

取締役 
（ＩＴソリューション事業

本部長）
野村 純一 平成21年８月１日
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７

月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 12,544 13,582 

受取手形・完成工事未収入金等 17,227 25,517 

有価証券 285 4,156 

未成工事支出金等 ※１, ※４ 9,556 ※１ 6,792 

繰延税金資産 411 421 

その他 748 640 

貸倒引当金 △8 △11 

流動資産合計 40,765 51,099 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額） 3,212 2,863 

土地 8,081 8,081 

建設仮勘定 2,933 1,286 

その他（純額） 1,052 1,136 

有形固定資産計 ※２ 15,281 ※２ 13,367 

無形固定資産 

のれん 41 52 

その他 1,484 1,663 

無形固定資産計 1,525 1,715 

投資その他の資産 

投資有価証券 2,837 2,590 

長期貸付金 125 127 

繰延税金資産 489 572 

その他 1,593 1,753 

貸倒引当金 △399 △452 

投資その他の資産計 4,645 4,591 

固定資産合計 21,452 19,675 

資産合計 62,217 70,775 
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（単位：百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形・工事未払金等 9,860 12,404 

短期借入金 110 204 

1年内償還予定の転換社債 － 6,591 

未払法人税等 904 1,458 

未成工事受入金 717 453 

工事損失引当金 ※４ 114 54 

役員賞与引当金 － 88 

完成工事補償引当金 16 15 

その他 2,355 1,979 

流動負債合計 14,079 23,248 

固定負債 

長期借入金 1 1 

長期未払金 260 － 

繰延税金負債 3 9 

退職給付引当金 1,529 1,517 

役員退職慰労引当金 131 438 

負ののれん 42 82 

再評価に係る繰延税金負債 49 49 

その他 25 27 

固定負債合計 2,043 2,126 

負債合計 16,122 25,375 

純資産の部 

株主資本 

資本金 5,610 5,610 

資本剰余金 4,048 4,052 

利益剰余金 35,639 35,095 

自己株式 △2,293 △2,299 

株主資本合計 43,005 42,459 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 170 △24 

土地再評価差額金 △105 △105 

評価・換算差額等合計 64 △129 

少数株主持分 3,025 3,070 

純資産合計 46,095 45,400 

負債純資産合計 62,217 70,775 

- 16 -



(2)【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円） 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

完成工事高 56,106 50,850 

完成工事原価 48,198 44,543 

完成工事総利益 7,908 6,306 

販売費及び一般管理費 ※１ 4,775 ※１ 4,572 

営業利益 3,133 1,734 

営業外収益 

受取利息 37 10 

受取配当金 37 42 

負ののれん償却額 14 10 

不動産賃貸料 29 32 

その他 38 44 

営業外収益合計 158 140 

営業外費用 

支払利息 65 63 

貸倒引当金繰入額 39 － 

その他 12 10 

営業外費用合計 118 73 

経常利益 3,173 1,800 

特別利益 

固定資産売却益 0 － 

投資有価証券売却益 2 1 

貸倒引当金戻入額 － 8 

保険解約返戻金 77 22 

持分変動利益 － 107 

特別利益合計 80 139 

特別損失 

固定資産除却損 12 29 

投資有価証券評価損 6 8 

特別損失合計 18 38 

税金等調整前四半期純利益 3,235 1,901 

法人税等 1,425 883 

少数株主利益 92 53 

四半期純利益 1,718 964 
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円） 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

完成工事高 30,681 27,290 

完成工事原価 26,075 24,002 

完成工事総利益 4,605 3,288 

販売費及び一般管理費 ※１ 2,360 ※１ 2,261 

営業利益 2,244 1,027 

営業外収益 

受取利息 22 5 

受取配当金 5 6 

負ののれん償却額 7 2 

不動産賃貸料 15 16 

その他 17 31 

営業外収益合計 67 61 

営業外費用 

支払利息 33 31 

貸倒引当金繰入額 41 － 

その他 10 6 

営業外費用合計 85 38 

経常利益 2,226 1,050 

特別利益 

固定資産売却益 0 － 

投資有価証券売却益 1 1 

貸倒引当金戻入額 － 4 

保険解約返戻金 72 20 

持分変動利益 － 107 

特別利益合計 74 134 

特別損失 

固定資産除却損 8 2 

投資有価証券評価損 － 0 

特別損失合計 8 2 

税金等調整前四半期純利益 2,292 1,183 

法人税等 989 534 

少数株主利益 87 22 

四半期純利益 1,215 625 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円） 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益 3,235 1,901 

減価償却費 540 570 

工事損失引当金の増減額（△は減少） 142 59 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △21 △306 

その他の引当金の増減額（△は減少） △116 △131 

受取利息及び受取配当金 △74 △53 

支払利息 65 63 

為替差損益（△は益） △1 0 

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △2 △1 

投資有価証券評価損益（△は益） 6 8 

有形固定資産除売却損益（△は益） 11 29 

その他の損益（△は益） △65 △145 

売上債権の増減額（△は増加） 7,447 8,289 

未成工事支出金の増減額（△は増加） △3,420 △2,763 

仕入債務の増減額（△は減少） △4,894 △2,543 

未成工事受入金の増減額（△は減少） 273 263 

その他の資産・負債の増減額 △37 △344 

小計 3,087 4,897 

利息及び配当金の受取額 74 53 

利息の支払額 △126 △122 

法人税等の支払額 △653 △1,449 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,381 3,378 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △52 △65 

定期預金の払戻による収入 125 90 

有形固定資産の取得による支出 △1,353 △1,158 

有形固定資産の売却による収入 1 0 

無形固定資産の取得による支出 △133 △66 

投資有価証券の取得による支出 △111 △2 

投資有価証券の売却による収入 3 11 

貸付けによる支出 △2 △2 

貸付金の回収による収入 19 4 

子会社株式の取得による支出 △2 △4 

投資その他の資産の増減額（△は増加） 117 26 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,388 △1,166 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 128 △93 

長期借入金の返済による支出 △0 △0 

転換社債の償還による支出 － △6,591 

リース債務の返済による支出 △1 △4 

自己株式の取得による支出 △4 △2 

自己株式の売却による収入 5 4 

配当金の支払額 △458 △421 

少数株主への配当金の支払額 △20 △18 

財務活動によるキャッシュ・フロー △352 △7,127 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 641 △4,916 

現金及び現金同等物の期首残高 15,081 17,503 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 15,722 ※１ 12,586 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

１．連結の範囲に関 
 する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

第２四半期連結会計期間において、連結子会社である大明テレコム㈱は、平成21年７月 

 １日付をもって同じく連結子会社である大明コムテック㈱を吸収合併し、商号を大明ネ 

 クスト㈱としました。

(2)変更後の連結子会社の数  12社

２．会計処理基準に  

 関する事項の変更

（工事契約に関する会計基準の適用）

請負工事に係る収益の計上については、従来、長期大型請負工事（工期が３事業年度に

亘り、請負金額17億円以上）については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第18号 平成19年12月27日）が第１四半期連結会計期間より適用されたことに伴い、第

１四半期連結会計期間以降に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの

進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 これによる当第２四半期連結累計期間の完成工事高、営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方

法

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

固定資産の減価償却

費の算定方法

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

税金費用の算定方法  税金費用の算定については、当第２四半期連結会計期間を含む当連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

（役員賞与引当金） 

 提出会社は、前連結会計年度において、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上し

ておりましたが、平成21年６月25日開催の定時株主総会にて役員報酬体系を見直すことが決議されたため、当連

結会計年度より役員賞与引当金は計上しておりません。

（役員退職慰労引当金） 

 提出会社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労引当金を計上して

おりましたが、平成21年６月25日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止が決議されたため、

定時株主総会の日以前の在任期間分に対応する役員退職慰労金について、打ち切り支給することといたしまし

た。 

 なお、支給の時期は、各役員それぞれの退任時とし、役員退職慰労引当金は、退任まで固定負債「長期未払

金」として計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１ 未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 9,145百万円

商品 95百万円

材料貯蔵品 315百万円

※１ 未成工事支出金等の内訳

未成工事支出金 6,445百万円

商品 106百万円

材料貯蔵品 240百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額   7,350百万円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額   7,218百万円

 ３ 保証債務 

 佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金 

124百万円に対して保証を行っております。 

 なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

463百万円があります。

 ３ 保証債務 

 佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金

133百万円に対して保証を行っております。 

 なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

488百万円があります。

※４ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契約

に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対

応する額は104百万円であります。

───────────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,583百万円

減価償却費 230百万円

退職給付費用 102百万円

役員賞与引当金繰入額 37百万円

役員退職慰労引当金繰入額 57百万円

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,659百万円

減価償却費 257百万円

退職給付費用 143百万円

役員退職慰労引当金繰入額 31百万円

 ２ 同左

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 807百万円

減価償却費 118百万円

退職給付費用 56百万円

役員賞与引当金繰入額 18百万円

役員退職慰労引当金繰入額 24百万円

 ２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設

事業において、契約により工事の完成引渡しが第４

四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高

が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 832百万円

減価償却費 135百万円

退職給付費用 78百万円

役員退職慰労引当金繰入額 9百万円

 ２ 同左

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 (平成20年９月30日現在)

現金及び預金 11,658百万円

有価証券 4,339 〃

計 15,997百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 184 〃

MMF及びCP以外の有価証券 △  90 〃

現金及び現金同等物 15,722百万円

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 (平成21年９月30日現在) 

現金及び預金 12,544百万円

有価証券 285 〃

計 12,829百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 210 〃

MMF及びCP以外の有価証券 △  32 〃

現金及び現金同等物 12,586百万円
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当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日

至 平成21年９月30日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    

 
  

  

  

４ 株主資本の著しい変動に関する事項 

  

    該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 41,112

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 2,856

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 420 11.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年11月11日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 382 10.00 平成21年９月30日 平成21年12月７日
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 前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月

30日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「電気通信設備工事業・電気設備工事業」

の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月

30日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計

期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月

１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月

30日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められないため、記載しておりません。 

  

  

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)
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当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)   

１ 結合当事企業及び事業の内容、企業結合の法的形式及び結合後企業の名称並びに取引の目的 

  を含む取引の概要 

(1) 結合当事企業及び事業の内容 

 
  

(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

   大明テレコム㈱を存続会社、大明コムテック㈱を消滅会社とする吸収合併であり、結合後 

  企業の名称は大明ネクスト㈱としております。 

  

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

   グループ経営資源の集中と経営の効率化を図り、首都圏のＮＴＴエンジニアリング事業に 

  おいて稼動変化に柔軟に対応できる体制を構築し、かつコストコントロールの強化・コスト 

  リダクションを推進することによりコストの最小化に取り組み、また、一般民需等の事業領 

  域を拡大し、収益の向上を目指すことを目的としております。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

   「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日公表分）及び「企業結 

  合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平 

  成19年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。 

  

  

(企業結合等関係)

会社名 事業の内容

大明テレコム㈱ 電気通信設備事業、特定労働者派遣事業

大明コムテック㈱ 電気通信設備事業、土木・消防設備工事、損害保険代理業務
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１ １株当たり純資産額 

  

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

1,125円86銭 1,106円71銭

項目
当第２四半期
連結会計期間末 

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 46,095 45,400

普通株式に係る純資産額(百万円) 43,070 42,329

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 3,025 3,070

普通株式の発行済株式数(千株) 41,112 41,112

普通株式の自己株式数(千株) 2,856 2,864

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 38,255 38,248

- 27 -



２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注) １ 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため 

記載しておりません 

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 44円92銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 40円27銭

１株当たり四半期純利益金額 25円22銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,718 964

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,718 964

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,249 38,253

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳 
(百万円)

支払利息(税額相当額控除後) 35 ―

事務手数料（税額相当額控除後） 1 ―

四半期純利益調整額(百万円) 37 ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株)

転換社債 5,336 ―

新株予約権 8 ―

普通株式増加数(千株) 5,345 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―
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第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) １ 当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため 

  記載しておりません 

２ １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当該取引残高が前連結会計年度末に比

べ著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

  

  

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 31円76銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 28円29銭

１株当たり四半期純利益金額 16円34銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,215 625

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,215 625

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 38,251 38,255

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳 
(百万円)

支払利息(税額相当額控除後) 17 ―

事務手数料（税額相当額控除後） 0 ―

四半期純利益調整額(百万円) 18 ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(千株)

転換社債 5,336 ―

新株予約権 8 ―

普通株式増加数(千株) 5,345 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

― ―

(重要な後発事象)

(リース取引関係)
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第66期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年11月11日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。 

 
  

２ 【その他】

①配当金の総額 382百万円

②１株当たりの金額 10円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月７日
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成20年11月14日

大明株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

大明株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大明株式会社及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  
以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  髙  山     勉  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  村     陽  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成21年11月12日

大明株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

大明株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続

により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大明株式会社及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  山  村     陽  印

指定社員
業務執行社員

公認会計士  岩  出  博  男  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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（注）縦覧に供する場所であった北関東支店（さいたま市大宮区宮町三丁目

１番地２）は平成21年７月１日付をもって廃止し、埼玉支店を新設し

ました。 

  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年11月12日

【会社名】 大明株式会社

【英訳名】 DAIMEI TELECOM ENGINEERING CORP.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  八木橋 五郎

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役経営管理本部長 長谷部 春男

【本店の所在の場所】 東京都品川区西五反田二丁目11番20号

【縦覧に供する場所】 大明株式会社 埼玉支店

（さいたま市見沼区大和田町二丁目1319番地４）

大明株式会社 千葉支店

（千葉市稲毛区黒砂台一丁目19番８号）

大明株式会社 横浜支店

（横浜市神奈川区金港町５番地10）

大明株式会社 東海支店

（名古屋市中区錦一丁目17番13号）

大明株式会社 関西支店

（大阪市西区京町堀三丁目８番１号）

大明株式会社 神戸支店

（明石市二見町福里308番地３）

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

- 34 -



当社代表取締役社長八木橋五郎及び当社最高財務責任者長谷部春男は、当社の第66期第２四半期(自

平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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